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令和 5年 9月 29日 

福山北商工会 

地域の経済動向調査（RESAS 分析）結果について 
 

 本調査は当商工会における第２期経営発達支援計画に基づき実施するものです。 

 調査方法として国のビッグデータである地域経済分析システム「RESAS」を用いて，主にマクロ視点に注

視し広島県福山市の現状について分析し報告するものです。 

 なお具体的な調査項目ならびに調査結果等について以下のとおり報告いたします。 
 

1. 調査項目 

分類項目 分析概要 調査目的 

ｱ. 人口マップ 人口推計分析等 人口構成，増減など地域商圏の規模と顧客のボリュ

ームを分析するとともに，将来の人口推計により経

営革新や事業承継の参考にする 

ｲ. 地域経済循環マップ 生産分析 産業の経済動向を分析し，他産業の動向に及ぼす「影

響度」や「関連性」などを分析する 

ｳ. まちづくりマップ From-to分析 滞在人口による新たなターゲット層等について分析

する 

ｴ. 産業構造マップ 産業の現状等分析 

稼ぐ力の分析 

自地域の付加価値額や労働生産性等の分析により，

自地域で強みのある産業を分析する 

 

2. 調査結果および当会における考察についてのご報告 
ｱ. 人口マップ 

分析小項

目 

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推

計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

当会における考察 

「将来人

口推計」 

 

⒈ 総人口推計「広島県福山市」 

 

本市は 2020 年をピークに

人口減少が 2035 年から加

速度的に進むものと推察

されている。 

よって地域商圏における

市場規模縮小が今後も進

んでいくため，ターゲット

とする販売チャネルの拡

大（他県や日本国内，海外）

への施策検討が必要とな

ってくるものと推察され

る。 

⒉老年人口比率推移「広島県福山市」 

 

本市は 2025 年には人口の

３割弱が 65 歳超となるこ

とが想定されている。 

よって生産年齢人口減少

を補うため，生産性向上設

備の導入（デジタル化含

む）や熟練労働者の再雇用

等，労働生産力確保に向け

た具体的な施策を考えて

いく時期になっているも

のと推察される。 

パターン１：全国の移

動率が今後一定程度縮

小すると仮定した推計

（社人研推計準拠） 

パターン１：全国の移

動率が今後一定程度縮

小すると仮定した推計

（社人研推計準拠） 
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ｲ. 地域経済循環マップ 

分析小項目 【出典】環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社

価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

当会における考察 

地域経済循

環図 

 

地域経済循環率は地域

経済の自立度を示して

おり概ね市内で循環で

きているものと推察さ

れる。（例：広島県

93.3％） 

特徴として支出におけ

る民間消費額棒グラフ

赤枠部分が地域外から

の流入支出ということ

で民間消費全体に占め

る約 14％が地域外から

の貢献と読み取れる。 

生産分析 影響力・感応度分析（産業別） 2018年 中分類 

 

本市では感応度が最も

高いのが「専門・化学技

術，業務支援サービス

業」となっている。 

これは業務効率化や人

手不足等によるアウト

ソーシングが増加傾向

にあるものと推察され

る。 

また影響力が最も高い

のが「宿泊・飲食サービ

ス業」となっている。 

これは飲食を例にして

も食品製造・卸・運輸・

食品小売り等増減要素

が大きくなるので影響

は大きいものと考えれ

られる。（※2020年以降

のコロナ禍の動向等） 

 

ｳ. まちづくりマップ 

分析小項目 【出典】(株)NTTドコモ・(株)ドコモ・インサイトマー

ケティング「モバイル空間統計®」総務省「国勢調査」 

当会における考察 

From-to分析 滞在人口の地域別構成割合 都道府県 → 市区町村 

広島県福山市 最新 2023年 1月 休日 14時 平均 

 

本調査結果にて読み取れるこ

ととして，県外滞在者は隣接

県である岡山県が 4 割を占め

ているものの他の隣接県は上

位に入っていない。一方で大

阪府が 9％となっているのが

特筆すべき特徴である。 

新幹線で１時間という距離感

は関西中心圏を商圏としてタ

ーゲット設定できる可能性を

秘めていることが推察でき

る。 

 

「感応度係数」とは、全産業に対する

新たな需要による当該産業が受ける影

響の強さを示す。 

「影響力係数」とは、当該産業に対す

る新たな需要が、全産業（調達先）に

与える影響の強さを示す。 

岡山県

40.29％ 

大阪府

9.03％ 

広島県

100％ 
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ｴ. 産業構造マップ 

分 析 小

項目 

【出典】総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 当会における考察 

1 全産業

の 構 造

（ 付 加

価値順） 

2016年 付加価値額 広島県福山市 全業種 大分類 

 

当市における付加価

値額の約 1/4 を製造

業が占めている。 

よって当市は製造業

が主要産業であるこ

とが読み取れる。企

業数ならびに従業員

数も多いかつ大企業

も一定数存在してい

るため，付加価値額

が大きくなる要因と

なる。 

次表ではその製造業

のうちどの業種が高

付加価値を生じてい

るのかを分析してみ

ることとする。 

2 稼ぐ力

分析 

産業別特化係数 2016年 広島県福山市 製造業 中分類 

 

製造業中分類で見る

と左図のとおり当市

は「繊維工業」の付

加価値特化係数が

5.46と大幅に高い。

よって当市では繊維

工業の占める比重が

高いのが特徴であ

る。またその他も総

じて 1.0 を超えてい

るため製造業が主要

産業として注力して

いくべき業種と捉え

ることが出来る。 

 

3. 今回の調査結果のまとめならびにそれを踏まえた今後の方向性について 
 国のビッグデータである「RESAS」を活用し，当市に関わるマクロデータを抽出のうえ分析した結果の要

旨は以下のとおりである。 

(1) 主要産業は「製造業」であり，全業種における総付加価値額の 1/4を占めている。そのなかでも「繊

維工業」が全国的にも特化した付加価値額を生じている産業である。 

(2) 需要動向がプラスの方向になると自業種への影響また他業種への影響が最も高いのがどちらも「サー

ビス業」であった。 

(3) 当市も 2020 年から全国と同じく生産年齢人口の減少および老年人口の増加が始まっているため，市

場規模縮小と労働生産力低下が今後の懸念事項となってくると推察される。 
 

 「RESAS 分析を踏まえた今後の方向性について」 
(1) 市場規模縮小を想定し，差別化した製品・サービスの供給に取り組む。また販売チャネル拡大へ EC販

売等も視野に入れていく。 

(2) 労働生産性向上のため，アナログ業務からデジタルへの業務転換，多様性ある雇用制度の確立，設備

投資による高効率化等段階的に取り組んでいくべきと考える。 

(3) コロナ禍での既存業態の業績悪化や市場規模縮小を生じている場合，ポストコロナに適応できる業態

への転換や新分野進出等事業再構築を検討する時期だと考察する。 

特化係数：域内のある産業の比率を全国の同産業の比

率と比較したもの。1.0 を超えていれば、当該産業が

全国に比べて特化している産業とされる。 

製造業は付加価値

額全体の 24.6％を

占めている 

※付加価値額＝売上高－費用

総額＋給与総額＋租税公課（費

用総額＝売上原価＋販売費及

び一般管理費） 


